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 2011年度建設投資見通し

投　　資　　額 伸　　び　　率
2009年度 2010年度 2011年度 2010年度 2011年度

　総　額 4,240 4,113 4,322
（241）

▲3.0 5.1

　建　築 2,269 2,227 2,343
（92）

▲1.9 5.2

　住　宅

　　　　民　間
　　　　政　府

1,340

1,284
56

1,291

1,243
48

1,384
（56）
1,283
101
（56）

▲3.7

▲3.2
▲14.3

7.2

3.2
110.4

　非住宅

　　　　民　間
　　　　政　府

929

764
165

936

762
174

959
（36）
786
173
（36）

0.8

▲0.3
5.5

2.5

3.1
▲0.6

　土　木

　　　　　　民　間
　　　　　　政　府

1,971

455
1,516

1,886

450
1,436

1,979
（149）
457
1,522
（149）

▲4.3

▲1.1
▲5.3

4.9

1.6
6.0

再 

掲

民　間
政　府

2,503
1,737

2,455
1,658

2,526
1,796
（241）

▲1.9
▲4.5

2.9
8.3

民間非住宅（含土木） 1,219 1,212 1,243 ▲0.6 2.6

投　　資　　額 伸　　び　　率
2009年度 2010年度 2011年度 2010年度 2011年度

北海道 224 200 196 ▲10.7 ▲2.0
東　北 332 314 484 ▲5.4 54.1
関　東 1,482 1,509 1,569 1.8 4.0
北　陸 255 239 238 ▲6.3 ▲0.4
中　部 549 516 515 ▲6.0 ▲0.2
近　畿 571 542 541 ▲5.1 ▲0.2
中　国 249 222 218 ▲10.8 ▲1.8
四　国 119 117 114 ▲1.7 ▲2.6
九　州 397 400 393 0.8 ▲1.8
沖　縄 61 55 54 ▲9.8 ▲1.8

（注）1. 地域別の建設投資額は、建設投資推計を、建設総合統計の地域別出来高の比率により配分し、集計したものである。
　　 2. 2011年度については、2010年度の結果を元に、東日本大震災の復旧等に係る建設投資を見込んでいる。

資料出所：国土交通省（2011年6月発表）

（注）1. 2009、10年度は見込み値、11年度は見通し値。
　　 2. 2011年度の下段（　）内の金額は、東日本大震災の復旧等に係る見通し額（内数）であり、2010年度分は含まない。
　　 3. 2011年度の政府住宅には、応急仮設住宅の投資額として4,100億円が含まれている。

（地域別）

（単位：100億円、％）

（単位：100億円、％）
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 主要国の建設市場と建設業（2009年）

 世界の大手建設企業

日本 米 英 仏 独 韓国
名目GDP（兆円） 474.0 1,321.1 203.8 248.3 312.1 77.6
建設市場額（兆円）※ 52.8 ̶ 19.0 26.0 33.3 ̶
　同対GDP比（％） 11.1 ̶ 9.3 10.5 10.7 ̶
建設投資額（兆円） 42.4 84.9 9.9 13.2 11.8 14.4
　平均増加率（09年/04年）（％） －4.3 －1.7 －2.1 －0.0 －6.5 3.3
　同対GDP比（％） 8.9 6.4 4.9 5.3 3.8 18.6

建設業者数（千社） 509 729
（'07）

194 438
（'08）

387
（'08）

73

就業者数（全産業）（千人） 62,820 145,362
（'08）

29,475
（'08）

25,913
（'08）

38,734
（'08）

23,433
（'07）

建設就業者数（千人） 5,170 10,974
（'08）

2,380
（'08）

1,867
（'08）

2,521
（'08）

1,850
（'07）

全就業者に占める割合（％） 8.2 7.5 8.1 7.2 6.5 7.9

（注）日本の名目GDP及び建設市場額、建設投資額は年度値。ドイツの建設業者数にはレンタル業者も含む。
　　  為替レート　1ドル＝93.57円、1ユーロ＝130.19円、1ポンド＝146.28円、1ウォン＝0.073円
　　  建設市場額 ： 建設投資額＋維持・修繕額

資料出所：総務省、内閣府、建設経済研究所

資料出所：ENGINEERING NEWS-RECORD（2010年８月30日号）

（金額単位：100万ドル）

（注）1.  日本企業の海外売上高比率は欧米
企業に比べると低い。ただし、欧州
企業の場合は、欧州域内（欧州企業
にとってリスクが小さい）での活
動が多く、海外比率の大小を論じ
る際には注意を要する。

　　  2.  近年、中国企業のランクアップが
顕著である。

②海外売上高比率（2009年）
上位25社平均 37.9%
うち欧州13社 54.0%
米国2社 60.7%
中国5社 11.3%
日本5社 13.4%
（2004年）     　   〔10.3%〕

①ランキング（各年の総売上高による）

09年 04年 企業名（国名） 2009年
総売上高

うち海外
売上高

1 15 CHINA RAILWAY CONST. CORP.（中） 53,990 3,542
2 11 CHINA RAILWAY GROUP LTD.（中） 52,870 1,781
3 1 VINCI（仏） 45,247 17,238
4 2 BOUYGUES（仏） 34,271 13,509
5 ̶ CHINA COMMUNICATIONS CONST. GRP.（中） 33,463 7,478
6 17 CHINA STATE CONST. ENG'G CORP.（中） 33,196 4,185
7 3 HOCHTIEF（独） 26,069 23,770
8 27 CHINA METALLURGICAL GRP. CORP.（中） 25,532 2,965
9 5 BECHTEL（米） 22,637 14,849
10 4 GRUPO ACS（西） 22,496 5,864
11 20 STRABAG SE（オーストリア） 18,706 15,860
12 29 LEIGHTON HOLDINGS（豪） 18,276 4,209
13 23 FCC，FOMENTO DE CONSTR. Y CONTRATAS（西） 17,713 7,847
14 24 FLUOR CORP.（米） 17,236 9,629
15 6 SKANSKA AB（スウェーデン） 16,322 12,880
16 16 EIFFAGE（仏） 16,209 2,966
17 8 鹿島建設（日） 16,154 2,897
18 9 清水建設（日） 15,571 1,734
19 21 BALFOUR BEATTY（英） 15,109 6,461
20 22 BILFINGER BERGER（独） 14,503 9,861
21 7 大成建設（日） 13,863 2,044
22 10 大林組（日） 13,510 2,096
23 13 竹中工務店（日） 12,037 939
24 ̶ SAIPEM（伊） 11,710 10,885
25 19 ROYAL BAM GROUP（蘭） 11,335 6,176
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 新「日建連」誕生までの各団体系譜

昭和24年

昭和32年

昭和34年

昭和40年

昭和42年

昭和45年

昭和48年

昭和49年

昭和59年

平成21年

平成23年

（社）電力建設協力会

（社）電力建設業協会

（社）日本電力建設業協会

（社）日本建設業団体連合会

（社）日本鉄道建設業協会

（社）日本海洋開発建設協会

五団体合同安全公害対策本部

海洋開発工事安全公害対策本部

（社）日本土木工業協会

（社）日本土木工業協会

（社）土木工業協会

（財）建築業協会

（社）建築業協会


